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2026年9月17日 

各     位 

会社名 エア・ウォーター株式会社 

代表者名 代表取締役 社長執行役員 千歳 喜弘 

（コード：4088 東証プライム・札証） 

問合せ先 広報部長 福島 圭介 
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経営改革の方向性について 

 

当社は、このたび、不適切会計事案を踏まえた再発防止策・改善計画における「全社戦略の見直し」を具体化し、

企業価値向上に向けた戦略方針として「経営改革の方向性」を策定しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．経営改革の背景 

当社は、不適切会計事案を受け、「企業風土改革」「ガバナンス改革」「経営管理基盤・内部統制の再構築」「全

社戦略の見直し」を柱とする再発防止策および改善計画を策定し、実行しています。 

今回公表する「経営改革の方向性」は、再発防止策を着実に実行するとともに、信頼回復と企業価値向上を実

現するため、今後の経営のあり方と中長期の成長方向性を示すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．経営改革の方向性 

当社は、経営のあり方を根本から見直し、「量から質への転換により持続的成長を追求」「コアコンピタンスを

起点とした独自モデルの再構築」「内部統制・ガバナンスの徹底」「リソース集中によるシナジー発揮」を基本方

針として経営改革に取り組みます。当社が長年培ってきた独自技術・ノウハウ、供給ネットワーク、顧客基盤な
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どの強みを改めて競争力の源泉と位置付け、強みが活きる領域へ経営資源を集中することで、持続的な企業価値

向上を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．事業ポートフォリオ改革 

事業ポートフォリオの見直しにあたっては、「戦略適合性」「財務パフォーマンス」「ガバナンス」の 3つの観

点から全グループ連結会社を総点検し、当社が保有すべき事業か、当社が保有可能な事業かを評価しました。そ

の結果、当社のコアコンピタンスを発揮・拡張・強化しながら、持続的な企業価値向上に貢献する事業をコア事

業群と位置付け、経営資源を重点的に配分します。 

産業ガスは、当社グループの成長を牽引する中核事業として、半導体向けや海外事業を中心に再投資を進め、

全社収益の拡大を目指します。医療および農業・食品は、社会的使命を担う事業として果たすべき役割と当社グ

ループの強みが活きる領域へ事業を絞り込みながら、コアコンピタンスの発揮・拡張・強化を通じて全社収益の

安定化を図ります。 

一方、ベストオーナーのもとで成長することが望ましいと判断した事業については、譲渡等を速やかに実施し

ます。こうした事業ポートフォリオ改革を通じて、事業間シナジーの創出と「稼ぐ力」の再構築を進めます。 
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４．中長期の成長戦略 

2026年度から2028年度は、事業ポートフォリオ改革を断行し、選択と集中によって「稼ぐ力」を再構築しま

す。2028年度から2030年度は、国内産業ガス（半導体を含む）、海外産業ガス（インド・北米）、医療、農業・

食品を中心にコア事業の成長を加速し、投資案件の着実な回収と高収益化を進めます。2030 年度以降は、顧客

課題を起点とする新たな価値創造を通じて、持続的成長を実現します。 

 

 ＜中長期の成長ロードマップ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．目指す経営指標 

当社は、売上規模ではなく、収益性と財務健全性の向上、株主還元の両立を重視します。2030 年度の到達イ

メージとして、以下の主要KPIを掲げています。 

 

 

 

 



 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．資本政策・株主還元方針 

キャピタル・アロケーション方針として、営業キャッシュフローは、維持・更新投資、新規・成長投資および

通常配当に充当します。 

株主還元については、成長投資と財務健全性を確保しながら、安定的かつ継続的に実施することを基本方針と

しています。 

また、事業再編・譲渡等によるキャッシュインについては、成長投資および財務健全性とのバランスを踏まえ、

機動的な追加還元を実施することで、企業価値向上と株主還元の充実を両立してまいります。 

 

 ＜キャピタル・アロケーション方針（2026年度～2030年度累計）＞ 
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７．信頼回復と企業価値向上に向けて 

当社は、今回の経営改革を、不適切会計事案を踏まえた企業変革の取り組みと位置付けています。「正しく行

うことを最優先する」「強みに立ち返る」「持続的な価値を創造する」を行動の軸に、再発防止策の徹底と企業価

値向上を両立し、信頼で選ばれる会社を目指します。 

 

詳細につきましては、以下よりご覧ください。 

経営改革の方向性：https://www.awi.co.jp/ja/ir/management/Direction_of_Management_Reform.html 

 

以 上 

https://www.awi.co.jp/ja/ir/management/Direction_of_Management_Reform.html

